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表 参照)。

イ.ヨ ーロ ツパ

ヨー ロ ッパ諸国のデ ィジタルデ ータ網 サー ビスは,フ ランス,英 国,ス ペ

イ ン等 のパケ ッ ト交換型 と,西 独,北 欧等 の回線交換型の二つ の グループに

分 け られるが,最 近 では回線交換型 の国 も相次 いでパケ ッ ト交換 サー ビスの

導入を具体的 に検討 している。

英国では郵電公社(BPO)が デ ータ通信 の高 まる需要 に対処 す る た め,

1977年 以来 パケ ッ ト交換実験サ ービス(ExperimentPacketSwitchedSer・

viec-EPSS)を 実 施 してきたが,国 際規格 と合わない た め,CCITT勧 告

X.25等 を採用 した新たなパ ケッ ト交換網(PublicPacketSwitchingSer・

vice-PSS)の 建 設を進め,1980年3月 か らサービス開始を予定 して い た

が,ソ フ トウェア作成に時間を要 し夏 ごろ まで延 期 され ることとな った。 当

初の計画では,英 国内に九つ の交換局 を設置 し,そ の間を48kb/sの 高 速デ

ータ回線で結ぶ予定 であ る。

一方
,デ ィジタル交換機の開発 計画 としては システ ムXが ある。 システ ム

Xは 将来 のデ ィジタル統合網 の中核 になることをね らい として開発 してい る

蓄積 プログラム制御方式の交換 システムであ り,1981年 か らサー ビスを開始

す る予定 である。

フランス政府は,い わゆ るテ レマテ ィー クを急速にかつ調和を保 ちなが ら

進 めてい くとい う方 針を出 してお り,こ れを受けて フランス郵電省(PTT)

は,公 衆 データ伝送網 である トラ ソスパ ックをテ レマテ ィー ク計画の一環 と

して構築 しつつあ る。1979年9月 現在 でユ ーザ数 は500加 入,積 滞数は1,400

加 入 あ り,今 後はス ピー ドが遅 く,価 格の安い端末(例 えばテ レ プ リ ン タ

ー)を 開発す ることに よって遠隔時分割処理 やデータベースの検索等 ,中 小

企業へ の普及が望 まれ ている。 また,PTTで は トラソスパ ックですべ て の

伝 送を行 うことを考 えているのではな く,こ れが刺激 となって新 しいデ ータ

伝 送に対す る需 要が拡大す ることをね らい としている。

西独 では郵電省(DBP)が,従 来のテ レックス網 の交換 ・伝送技術 をベー
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ス としてデータ伝送 のため のダテ ックス(Datex)を 構 築 した。 当初 この網

は電子機械的交換 システムであ り,こ の技術で提供 し得 る性能 やサ ービスに

は限界 があるため,1975年 に ダテ ックス網を デ ィジタル化 し,電 子 データ交

換機 であ るEDS(ElectronicDataSwitchingSystem)を 導 入 してデ ィジ

タル回線交換 サー ビスを開始 している。 しか し,最 近 ではパヶ ッ ト交換 の経

済性 と新 しい可能 性が注 目され るよ うにな り,DBPで は パ ヶ ッ ト交換 サ ー

ビス(Datex-P)を1980年 中 に提供す る予定 である。

スペイ ンでは,1971年 世 界 で初 めてパケ ッ ト交 換技 術を用いて公衆 データ

網 としてRETDサ ー ビスを 開始 している。この網は国際標準 であるCCITT

勧 告 がな され る以前に構築 され た ものであ るため,現 在国際標準規格 の導入

を図 りつつあ る。

EC加 盟9か 国を結合す る国際パ ケ ッ ト交換サ ー ビスであるユー ロネ ッ ト

(Euronet)は,1979年11月 正 式 に開始 したが,1980年 中 ごろまでには,E

Cに 加 盟 していないスイスへ も拡大 され る予定 となっている。

4宇 宙通信一脚光を浴びる国内衛星通信一の開発動向

通信衛星 の利用 は,当 初 国際通信 の分野 で始め られ たが,国 内通信に利用

され る ようにな った のは比較的最近 に至 ってか らである。

現 在独 自の衛星 を打 ち上 げ,国 内通信 を行 ってい る国は米国,ソ 連,カ ナ

ダ及びイ ン ドネ シアであ るが,近 年,通 信需 要の急騰,高 度化に伴い,多 く

の国が打上げを計画 してい る。

第1-2-69表 は 現在運 用中及び計画中の各国の国 内通信衛星 システムで

あ り,ま た,第1-2-70表 は 地域通信衛星 システ ムで ある。

(1)米 国 の動向

米 国では,1972年 に正式決定 された 「オー プン ・スカイ(複 数 参 入)政

策」 の下 に,五 つ の国内通信衛星 システムが8個 の衛星を利用 して運用中 で

あ る。現在 計画中の国内通信衛星 システムで最 も注 目を集め ているシステム

は,IBM,コ ムサ ッ ト,エ トナ保 険会 社の各子会社 の合併 に よ り構成 された



第1-2-69表 各国の国内通信衛星システム

国名 運 営 体

RCAア メ リカ

ン ・コ ミュニ ケ
ー シ ョンズ(RC

Aア メ リコム)

米 ウェ ス タ ン ●ユ
ニ オ ン(WUT)

司ー

ア メ リカ ン ・サ

テ ライ ト

(ASC)

AT&T/GTE

サ テ ライ ト

(GSAT)

RCAア ラス カ ・
コ ミュニ ケ ー シ

ョ ソズ(RCAア
ラス コム)

サ テ ライ ト ・ビ

ジネ ス ・シ ス テ

ムズ(SBS)

運用開始

1973.12

1974.7

1974。7

1976.7

1976.7

計 画 中

(1981

予 定)

提 供 サ ー ビ ス

音 声,デ ー タ,TV

電 報,テ レ ッ ク ス,音

声,デ ー タ,TV,ラ
ジ オ,フ ァ ク シ ミ リ

ク
アフ

タ一デ
,

リ

声

ミ

音

シ

音 声,デ ー タ,TV

音 声,デ ー タ,TV

音 声,デ ー タ,フ ァ ク

シ ミ リ,TV(デ ィジ

タ ル伝 送 方 式)

衛 星

名 称

サ トコム

ウ ェ ス タ

個 数

2

3

i容 量/衛 星
個トラ ンス ポ ソダ24

ch音 声 級12
,000

トラ ン スポ ンダ12

音 声級7,200

使用周波
数帯

GHz

4/6

4/6

建 設 費

2,280万 ドル

2,070万 ドル

ウ ェス ター1の トラ ン スポ ン ダ3個 を年 額 計480万 ドル で賃 借

コ ムス ター

嚥驚)

3

(地 上 予 備

1)

トラ ンス ポ ンダ24

音 声 級14,400

4/6 6,590万 ドル

(4個)

サ トコムー2の トラ ン スポ ンダ4個 を 賃 借

SBS 3 トラ ンス ポ ンダ10

音 声級13,000

12/14 6,300万 ドル

卜。
憐

蝋
滋
濫
轡
肖

歯
び
曲
冷
嵐
愈

-

一ミ

ー



国名

米

国

ソ

連

カ
ナ
ダ

運 営 体 運用開始 提 供 サ ー ビ ス
衛 星

名 称 個 数 容 量/衛 星 使用周波
数帯

サ ザ ン ・パ シ フ

ィ ッ ク ・コ ミ ュ
ニ ケ ー シ ョ ン ズ

(SPC)

計画中

(1983

予 定)

音声,デ ータSPC 2

(他,地 上予備1)

トラ ンス ポ ン ダ24個 4/6GHz

12/14

ヒ ェ ー ズ ・コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン

ズ

計画中(
1982

予 定)

全容量を賃貸 未 定(通信
サービスは提供

せず。)

2

(他,地 上予備1)

トラ ンス ポ ンダ24 4/6 約

19,000万 ドル

ゼ ロ ク スツ 計画中

(1981
予定)

メ ッセージ,フ ァクシ
ミリ,TV国 内衛星通信事業者から賃借

(XTEN)

コ ム サ ッ ト 訂 画 中

(1983

予 定)

直接衛星放送 未 定312/14

通 信 省1967.ll

テ レサ ッ ト ・カ

ナ ダ

騒 顎 鰍 舗 ・ル・ア1型 一45ト ランスポ・ダ31謬,/l
TVH型=173.4/4.1

!

蕊
建 設 費1

μ

皿型=12H,皿 型4/6

ig77 ch国 内TV専 用 エ ク ラ ソ4TV10
.714/6.2

1977 電 報,写 真 電 報,フ ァ ラ ドガ ー5ト ラ ンス ポ ンダ64/6
クシ ミリ,音 声,TV

1979.8 電 信,電 話,TVゴ リゾ ン ト2ト ラ ンス ポ ンダ64/6,7/8

1973.1音 声,デ ー タ,TV ア ニ ク

(A型)『

3 トラ ンス ポ ンダ12

音 声 級5,760

4/63,100万 ドル



カ

ナ

ダ

テ レサ ッ ト ・カ1979A型 と同 じ

ナ ダ 計 画 中

ア ニ ク

(B型)
1 トラ ンス ポ ンダ 164/612/141,910万 ドル

ア ニ ク

(C型)
3 トラ ンス ポ ンダ16 12/14

計画中
ア ニ ク

(D型)
2 トラ ンス ポ ンダ24 4/6

イネ 電 気 通信 公社
ンシ
ドア

1976.8音 声,デ ー タ,フ ァ ク パ ラ パA

シ ミ リ,TV,ラ ジ オ

2 トラ ンス ポ ソダ12

音 声 級5,000

4/62,360万 ドル

イ

ソ
ド

計画中 音声,デ ータ
(1982 気象観測
予定)

,TV,イ ンサ ッ ト 2 トラ ンス ポ ン ダ 6

6

4
1

/
グ
4
.
rO
4

2

0

41 6,000万 ドル

(TT&C局
を 含 む 。)

1

フ

ラ

ン

ス

電 気通 信 総局

(DGT)

計画 中

(1983

予 定)

音 声,デ ー タ,フ ァ ク

シ ミ リ,TV

テ レ コ ム

ー1

2

(他,地 上予備1)

トラ ンスポ ン ダ12 4/6

12/14

フ西(仏)

ラ 送 信担 当 公社
ン
ス独(西 独)未 定

共
同

計画中 直接衛星放送(
1984中)

TDF-1 1 TV 3

君講 直接鯉 放送
～84)

TV-SAT 1 TV 3

オ ラ

1リ 未
ス ア

ト

定 計画中 実用通信/放 送

中
国

計画中 実用通信/放 送

2 トラ ンス ポ ンダ 約15

2 TV2

音 声級3,000～6,000

卜。
欄

甜
潜
濫

蒔
誉

漣
ぴ
曲
冷
歯
愈

-

這
O
I

万
上
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o
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む

oo
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含
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ル
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2
豪
設

4
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1
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第1-2-70表 地域通信衛星システム

… 幽 提 供 サ ー ビ ス

PERUMTEL

(イ ン ドネ シア)

ESA/

EUTELSAT

アラブ衛星通信

機構

(ARABSAT)

北 欧5か 国

(NORDSAT)

計 画 中

(1984年
予定)

計 画 中

(1982年

予定)

計 画 中

(1984年

予定)

中

年
魍

画

86
予
　

計

O

電 信,電 話,ラ ジオ,

TV

デ ー タ,電 話,TV

電 信,電 話,TV,ラ

ジ オ

直接衛星放送

衛 星

名 称

パ ラパB

ECS

ア ラ ブサ

ッ ト

ノル ドサ

ッ ト

個 数

2

2(当 初)

ー
上

2

地

1

,

備

他

予

ー

2

(予 備1)

容 量/衛 星

個
トラ ンス ポ ンダ24

トラ ンス ポ ン ダ12

音 声 級12,000ch

十TV2ch

トラ ン スポ ン ダ25

TV 13

使用周波数帯

4/6
GHz

ll/14

通 信用=4/6

放 送 用=2.5

建 設 費

8,000万 ドル

(TT&C局 を

含 む 。)

7,400万 ド ル

H
ω
O
i

潤

目
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サ テライ ト・ビジネス ・システムズ(SBS)社 のSBSシ ス テムで あ る。 こ

のシステ ムは,14/12GHz帯 で運用 され,音 声,デ ータ,画 像 を統合 した高

速 デ ィジタルデ ータ伝送用 の交換可能な企業 内ネ ッ トワー クを提供す る シス

テ ムで,連 邦 通信 委員会(FCC)は 衛 星に よる国内専用サ ービスの分野 にお

いて競争を活発化 させ る 目的 で,1977年1月,こ れを認可 した。

しか し,連 邦公 正取 引委員会(FTC),司 法 省,通 信業界及 び コ ン ピュー

タ業界か らは,コ ンピュータ業界の巨人IBMと,衛 星通信の分野 では最 も

豊富な経験を有す るコムサ ッ トの提携は,反 トラス ト法に違反す るぼか りで

な く,AT&T,コ ムサ ッ ト及びIBMの3社 で将来 の衛星通信分野 が完全

に支配 され る可能 性があると して強 い反対 が表 明 された。 その後,こ の問題

は連邦控訴裁判所 に持 ち込 まれたが,再 審理 の結果,1980年2月,FCCの

認 可が承認 された。

AT&Tは,コ ムサ ッ ト・ゼネラル社 が所有す るコムス ター衛 星 を 賃 借

し,1976年 以 来,ゼ ネ ラル電話電子エ業会社(GTE)と 共 同システ ムを運用

してきたが,市 場 の独 占化 を防 ぐ目的で,FCCに よ り運用開始後3年 間 は

政府機関以外への専用線サー ビス提供が禁止 され て きた。 しか し,最 近衛星

回線 に対す る需要,特 にテ レビジ ョン伝 送の需要 が急速 に増大 し,現 用衛星

の トランスポンダに余裕がな くなってきた こと,ま た,既 存の衛星通信事業

者 がAT&Tの 参 入に十 分耐 えられ る状況にな って きた ことな どが考慮 さ

れ,1979年7月 に この制限 は解除 された。 この結果,AT&Tの 本 格 的 参

入 が可能 とな り,米 国における国内衛星通信市場 を巡 る競争は一段 と激 しい

ものとなって きた。

一方
,現 在 まだ開発検討中の段階 であ るが,1979年 コムサ ッ トが発表 した

直接衛星放送 システ ム計画は既存 の放送事業者,CATV事 業 者等 に大 き な

イ ンパ ク トを与 えてい る。

この ような国内衛星通信を含 め,最 大 の宇宙産業を有す る米国の衛星市場

は1978年 の1億6,000万 ドルか ら1988年 に は15億2,300万 ドルの規模に達す る

もの と予測 され てい る(第1-2-71表 参 照)。
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第1-2-71表 衛 星 市 場

項 目 1978t198・ 1983 1988

の

の

D

D

万

万

百

百

(

(

入

入

ス

収

収

体

線

ビ

用

送

本

一
専

放

星

サ

衛

個 数

出 荷 額(百 万 ドル)

地 球 局

受 信 専 用

局

出

送 信/受

局

出

総 収

数

荷 額(百 万 ドル)

信

数

荷 額(百 万 ドル)

入(百 万 ドル)

O

∩
V

3

4

2

52

2,000

43

50

22

160

O

FD

■0

6

F◎

「07

3,600

28

350

50

278

200

90

8

09

7,700

43

525

75

498

1,100

200

『0

07

12,000

38

1,400

115

1,523

資 料:イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ・ リ ソ ー ス ・デ ィベ ロ ッ プ メ ン ト

(2)そ の他の動向

カナダでは人口が稀薄でまぼらに広がった国土の様々な必要性を満たすこ

とに衛星技術を最大限に利用するため,積 極的な宇宙開発を行 ってきたが,

1972年11月 にはアニクA-1を 打ち上げ世界最初の国内通信衛星 システムを

持つ国となった。現在カナダでは,産 業面あるいは文化面における米国の影

響を払 しょくし,カ ナダの独 自性を確保することに多大の努力を傾注 してい

るが,世 界の先端にある衛星技術は,こ の観点から重要な開発 目標となって

いる。

国内通信衛星の打上げを計画中の国は,イ ンド,フ ランス,オ ース トラリ

ア等であるが,な かでもフランスは,情 報化政策の一環 として意欲的な取組

みを行 っている。

フランスでは米国の情報通信産業の進出に対抗 し,汎 ヨーロッパのディジ

タルデータ網と各種の機構を設立するとともに,大 陸間の衛星通信のインタ

ーフェイスを ヨーロッパ各国政府の手に確保す ることを最優先課題 としてい
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る。1979年3月 に打上げが決定 された総額約15億 フランにのぼ る国 内通信衛

星 「テ レコム1」 の プロジェ クトは,こ の ような政策判断 に よるものと考え

られ る。

第4節 進展する現代通信と今後の課題

1経 済活動 と新 しい通信 メデ ィア

(1)情 報通信にかかわる産業分野の拡大

現代通信は基幹 メディアの成熟を踏まえて新 しい通信メデ ィアの開発 ・導

入が急速に行われてお り,経 済活動及び国民生活に及ぼす影響はますます大

きくなってきている。

また,こ れまで通信及び情報にかかわる分野は,郵 便,電 気通信,放 送,

情報処理等,個 別に論 じられることが多かったが,エ レクトロニクス技術の

第1-2-72表 情報通信にかかわる産業の範囲

大 分 釧 中 ・小 分 類 産 業 の 内 容

F製 造 業325電 線 ケーブル製造業 電線 ・ケーブル,通 信機器,電

354通 信機械器具 ・同関連 子計算機関連の製造業

機械器具製造業

355電 子応用装置製造業

357電 子機器用及び通信機

器用部分品製造業

J運 輸 ・通信業67通 信業 郵便,電 信電話,有 線放送電話

の各事業

L サ ー ビ ス 業 81 放送業 公共放送,民 間放送,有 線放送,

851 情報サービス業 情 報 サ ー ビス(ソ フ トウ ェア,

情報処理サービス,情 報提供サ
一ビス)の 各事業

(注)分 類 方 法,符 号(F,J,L),番 号(325～851)は 日本 標 準 産 業 分 類 に よる 。
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進展,一 一ズの高度化 ・多様 化等 を背景 に,通 信 メデ ィア間 の重合,通 信 と

情報処理 の融合等の現 象を起 こしてお り,相 互 の関連 はます ます密接不可分

なものとな りつつあ る。

そ こで,こ れ らの情報通信 にかかわ る各産業 の総体 をひ とつ の産業 として

とらえると,既 存の産 業分類 のわ く組み の中では製造業,運 輸 ・通信業,サ

ー ビス業 の各産業に またが ってお り,そ の生産額 は10年 間(44年 ～53年)で

ほぼ3倍 に伸びてい る。他 の産 業 との比較 では,自 動 車産 業の伸びを若 干下

回 るものの,鉄 鋼,繊 維を上 回 ってい る(第1-2-72表,第1-2-73図

第1-2-73図 産業別生産額の伸び
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数
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一

自動車製造(〔44年=100)

_1青 報通f言に

/鉄 鋼業
'

'

,/一

ノ/一 繊維工業

奴 44 47 50 53

情報 通信
100.0
(5,878)

140.0
(8,231)

176.9

〔10,397)

294.2
(17,294)

自 動 車 ユ00.0

(4,610>

147.0
(6,776)

229.2
(10,566)

361.1
(16,648)

鉄 鋼
100.0
(5,355)

126.4
(6,770)

214.7
(11,499)

252.5
(13,524)

繊 維
100.0
(3,892)

130.5
(5,081)

164.8
(6,413)

181.7
(7,070)

自動車製造(付属品含)業

情報通信 にかかわ る産業

(注)1,()内 は生産額,単 位:10億 円

2.「 情報通信」については,電 電公社,国 際電電等の各 年度 決 算,

「工業統計表」,「日本放送年鑑」,「特定サービス業実態調査」等にょ

り集計並びに推計を行った。「自動車」,「鉄鋼」,「繊維」につ い ては

「工業統計表」による。
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参照)。

一方,我 が国に比べ,情 報通信に関する各種産業の発展が著 しいアメリカ

では,経 済活動全体に対する情報通信関連分野の影響の広がりを考慮し,出

版 ・教育等を含めて,す べての情報活動にかかわる産業を一まとめ に した

「情報産業」という新 しい産業分類を提起 し,そ れによる各種経済統計の再

構成を試みている。それによると,「情報産業」は,生 産面では国民所 得 の

50%を 超えるとともに,労 働力の面においても,他 産業と比較 して最も大き

なウエイ トを占めるようになっている(第1-2-74図,第1-2-75図 参

照)。

(2)情 報通信にかかわる産業の構造変化と新しい通信 メデ ィア

情報通信にかかわる産業は着実にその規模を拡大させる一方,新 しい通信

メデ ィアの進展に伴い構造的な変化を起こしている。

加入電話等の基幹メデ ィアの伸びが鈍化する一方で,フ ァクシミリ,デ ー

タ通信等は近年,急 速な伸びを示しており,ま た,通 信機器の生産額の内訳

第1-2-74図 情報産業と国民所得
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1946,48,50,52,54,56'58'60'63'65'67,70'72'74

年

1,「 情 報 経 済 」(ア メ リカ 商 務 省,1977年)に よ る 。

2.図 中 の 数 字 は,国 民 所 得 に 占 め る情 報 産 業 の ウ ェ イ ト(%)。
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第1-2-75図 産業四部門分類でみたアメリカの

労働力構成(1860～1980年)
%

50第1段 階 第2段 階 第3段 階

如
、 一 恩 　
＼ ＼30

＼,一 一.ノ ＼

,ど 、!'＼'一 一一'・ ＼

・。/＼ 一_・ 一 ・… サービス業

10農 業

01880年190019201940

「情 報経 済 」(ア メ リカ商 務 省,1977年)に よ る。

第1-2-76図 新 しい通信メディアの伸び(年 度末総数)
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数

⊥(50年=100)

400

50年

/

憂ン ノ ・ク…
ア
/

データ通信システム

CATV

,一__乏 一グ ゴニ 灘 懸 数

51 52 53 54



第2章 転換期を迎える現代通信 一137一

も大 き く変 化 して きてい る(第1-2-76図 参 照)。

通信機器生産 の推移をみ ると,従 来,最 も一般的であ った回転 ダイヤル式

電話機,ク ロスバ交換機等の生産が減少す る反面,ビ ジネスホ ン ・留守番電

話等 の電話応用装置,フ ァクシ ミリ.様 々な新サ ービスに対応 できる電子交

換機等 の生産が急増 してい る(第1-2-77図 参 照)。

一方
,生 産額 の場合 と同様に,情 報通信 にかかわ る産業 の事業所数,従 業

者数 につ いても,近 年構造的な変化がみ られ,通 信に附帯す るサ ー ビ ス 業

第1-2-77図 通信機器生産額の推移
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(ポ ケ ッ トベル会社等),情 報 サー ビス業,電 子機器及 び通信機 器 用 部 品

(LSI等)製 造 業等の伸びが著 しく,こ の産業を取 り巻 く市場 の高度化.多

様 化の動 きを裏付 けている(第1-2-78図 参 照)。

(3)企 業 活動 の効率化に寄与す る新 しい通信 メデ ィア

今 日,経 済 の安定成長軌道への移 行が定着 した ことに よ り,企 業 に とって

は従来の よ うな事業規模の大幅な拡大 は望み得 ない状況 となっている。 こ う

した中で,企 業 は経営 の より一層 の合理化 ,シ ステム化を 目指 してお り通信

に関す る分野 にお いても機能向上,効 率化を 目指 す動 きが急 速に進みつつあ

る(第1-2-79表,第1-2-80表 ,第1-2-81表 参 照)。

また,さ らに通信及 び情報処理 だけでな く,文 書作成等 も含め てオ フ ィス

第1-2-78図 情報通信にかかわる産業の伸び率

(50年～53年 の伸び率)
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「事業所統計調査報告」(総 理府)に よる。
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第1-2-79表 テ レックスから新 しい通信メディア(フ ァ

クシミリ,デ ータ通信)へ の移行の理由

区 別 理 由

フ ァ ク シ ミ リへ

デ ー タ 通 信 へ

だれでも操作できる

図面 ・カタログを送れる

伝送スピードが早い

77,9%

73.5

43.7

コ ン ピュ ータ シス テ ム の拡 充62.4

伝 送 ス ピー ドが早 い45.2

情 報 量 の増 加4L9

電電公社調査資料(53年 調査)に よる。

第1-2-80表PBXユ ーザの機種変更理由

理 由 割 合

内線電話機を増やすため 49.7%

機能の拡充を図るため 46.4

経費の節減を図るため 19.9

電電公社調査資料(53年 調査)に よる。

作業全体 の合理化 ・高度化を進 め ようとす る,い わゆ る"オ フ ィス ・オー ト

メーシ コソ"の 動 きが近年 盛ん となってお り,企 業には様 々な情報関連機器

が普及 しつつ ある。

進展 の著 しいフ ァクシ ミリ及 びデータ通信,さ らに近年 実用 化の予定 され

ているテ レテ ヅクス等は,い わば この"オ フ ィス ・オ ー トメーシ ョン"の 中

心 的な メデ ィア と考 えられ,将 来的には,こ れ らの様 々な メデ ィアが通信網

に よって結 ぽれ,総 合的 なネ ットワー クを形成 してい くことが期待 され てい

る(第1-2-82図 参 照)。

2国 民生 活 と新 しい通信 メデ ィア

(1)社 会問題の解決に寄与する新 しい通信メデ ィア

今 日,省 エネルギー,環 境汚染,地 震対策等の様々な社会問題がクローズ



第1-2-81表 電子計算機導入の効果順位

順

位 効果項目

産 業流 通食 品運 輸繊 維輸送機器商 社金 属エネルギ化 学電 機金 融建 設 合 計 比 率
(社数)雪 パル ー 保 険

(9)(14)(且1)(14)(11)(8)(10)(13)(21)(9)(16)(10)(146)(%)

ー

辰

O
l

鵬

H

1人 員 削 減 ⑨ ll ⑪ ⑬ ⑪ 7 9 ⑫ ⑲ フ ⑭ ⑧ 131 89

2サ ー ビ ス 向 上 8 11 ⑪ ll 10 ⑧ ⑩ ⑫ 14 ⑧ ⑭ ⑧ 125 86

総合的コスト削3

減
6 10 5 8 9 5 ⑩ 11 12 ⑧ 8 ⑧ 100 69

4労 働時間短縮 3 ⑫ 7 7 6 7 6 9 12 4 11 6 90 62

5生 産 性 向 上 0 5 3 5 10 0 9 lo 10 5 3 2 62 43

6販 売 コス ト低下 1 4 8 5 4 2 8 9 10 4 4 1 60 40

7環 境 改 善 3 1 5 2 5 3 5 6 4 2 6 2 44 30

日本経済新聞社資料(50年 調査)に よる。
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情報機器等の普及状況

電 話 機

複 写 機

電 子式卓上計算機

ファイ リングキャビネ ッ ト

欧文 タイプ ライタ

文 書細断機

和文 タイプ ライタ

端 末 装 置

視 聴覚機器

フ ァクシミリ

テレ ックス,テ レタイプ

印 刷 機

マ イ クロフ ィルム機器

郵 便 機 械

カナ タイプライ タ

その他整理機械

会 計機,ビ リングマ シン

書類搬 送装置

英文 ワー ドプ ロセ ッサ

COM

和文 ワー ドプロセ ッサ

68.9

68.5

"iミ60.9

60.1

55.8

"愚54.7
52.6

41.2

※38.0

29.1

27.2

16.4

14.0

8.7

5.4

5.3

日本電子工業振興協会のアンケー ト調査(55年 調査)に よる。

ア ップされ その解決が急がれてい るが,通 信 の進展は,こ れ らの社会問題 の

解決に大 ぎな役割を果たす もの と期 待 され ている。す なわち,既 に成熟 の域

に達 した基幹 メデ ィア及び これに続 く新 しい通信 メデ ィアは,多 種多様 な情

報 の収集 ・分析,分 散 してい る社会機能 の有機的 な結合を可能 とし,社 会 の

中枢神経 と してその役割を増大 させてい くものと考 えられ る。

た とえぽ,重 要な社会問題 であ り,電 気通信が問題解決に何 らか の役割を

果 た しうるもの としては,第1-2-83表 にみ るよ うな事項が挙げ られ る。

この うち,「1.情 報 の過不足に よる弊 害」 は,マ ス ・メデ ィア等 に より大
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第1-2-83表 電気通信が問題解決に寄与する重要な社会問題

社 会 問 題

L情 報 の過不足による弊害

2.災 害の危険性の拡大

3.公 共 サ ー ビス ・公 共 施 設

の不 足

4,資 源 ・食 糧 不 足

5.教 育 システムの不適応

6.行 政機構の機能低下と社

会的ニーズへの不適応

7.社 会的政治的意思決定の

形骸化

8.都 市への機能集中と地域

間格差の進展

9.市 場支配力の増大

lo.急 速な老齢化現象の進展

ll.環 境 破 壊

12.経 済 シス テ ムの非 効 率 性

13.婦 人 ・老人等の社会参加

14.個 人 の不安感 ・疎外感の

増大

15.個 人 の価値意識の変化

問題選択の基準

①現在,存 在してい

る問題で,そ の解

決が西暦2000年 ご

ろまでかかると思

われる 長期 的 問

題

② 日本国民にとって

重大だと思われる

問題

③電気通信システム

が解決に何らかの

寄与をすると思わ

れる問題

電電公社,有 識者アンケー ト調査(53年 調 査)に よる。

第1-2-84表 地震予知対策を進めるに当たっての要望事項

事 項 回 答 率(%)

地震予知研究のための人員や予算を増やす 26.4

デマ情報による混乱を避けるため,情 報伝達
ルートを明確化する

専門家を養成 し,そ れぞれの専門家が共同し
て研究できるようにする

地震予知の現状(可 能性,見 通 し)に ついて

定期的に国民に知 らせる

民間情報(動 物の異常行動等)を 活用できる
ようにする

39.5

29.3

29.8

15.8

観測機械や観測網を充実する 24.8

そ の 他 0.8

総理府世論調査(53年 調 査)に よる。
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量 の情報 が流 され てい る反 面,本 当に必要な個別情報 が不足 してい ること,

あ るいは,「2.災 害 の危険性の拡大」 とも関連 し,災 害時 にお いて適切な情

報伝達 が難か しいこと等を意味 している。 この個別情報 ニーズに対 しては,

近年 のデー タベースサー ビスの発展,CATV等 に よる地域の生活情 報 シス

テ ムの増 加,あ るいは現在,実 験中のキ ャプテ ンシステ ムな どが大 きな役割

を果た してい くもの と期待 され てい る。一方,災 害時における情報伝達 の問

題については,総 理府 の世論調査において も必要 な対策の第一に挙 げ られ て

お り,通 信は,災 害の予知か ら被害を最小限に食 い止め るまでのす べての防

災活動を円滑 ・有効 に行 うため の重要な神経 部分 といえる(第1-2-84表

参 照)。

また,「3.公 共 サ ービス ・公共施設 の不足」については,老 齢化現象の進

第1-2-85表 医療関連の新しいサービス

サ ー ビ ス 名
サービス開始

年 月 日

54年 度 末

施 設 数

心電図伝送装置 51.3 22

ペ ー ス メ ー カチ ェ ッ ク信 号 装 置 51.3 24

救急医療情報 システム 51.12 11(シ ス テ ム)

共同利用型病院情報システム 54.1 1(シ ス テ ム)

電電公社資料による。

第1-2-86表 福祉関連の新しいサービス

サ ー ビ ス 名
サービス開始

年 月 日

54年 度 末

施 設 数

シル バ ーホ ン(め い り ょ う) 50.12 43β34

シル パ ーホ ン(あ ん しん) 51.7 1,287

フ ラ ッシ ュベ ル 50.12 7,333

シル ハ ーヘ ル 50.12 3,939

シ ルバ ーホ ン(ひ び き) 55,1 79

電電公社資料による。
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展 とも関連 し,医 療,福 祉が代表的な問題 といえるが,近 年,医 療 につ いて

は第1-2-85表,福 祉については第1-2-86表 に み られ るよ うな様 々な

新 サ ービスが電電公社 によって開始 されてい る。

「4.資 源 ・食糧不足」 につい ては,石 油危機 を契機 として,通 信の もつ省

エネルギ ー的 性格 が改め て注 目され てお り,フ ァ クシ ミリ,テ レビ会議 シス

テ ムな どの発展 に よ り,今 後 とも,省 資源 ・省エ ネルギ ー機 能が一層増大す

るものと期待 され る。

(2)家 庭 生活の充実に寄与 する新 しい通信 メデ ィア

経済 の高度成長 を背景に,基 本的生活文化機器(電 気洗濯機,冷 蔵庫,テ

レビ,電 話等)の 普及はほぼ一 巡 し,近 年 は,社 会生活 の分野 におけ ると同

様,家 庭生活 の分野において も,様 々な ニーズに対応 し,情 報通信 メデ ィア

の高度化 ・多様化が進展 してい る。

第1-2-87図 情報関連機器の保有状況と保有意向

今後 も買 う予定 はない3.1

現在はないが将来
買いたい1.3

持っている

ア テレビ(音声 多重でないもの) 95.6目

イ 音声多重テ レビ 46.7

ウ ビデオカセット(ビデオ録画装置) 講 難 籔繊 。.,
工 テ レビ ゲー ム

.躍一・一

ヨ5.4… 彗◎.7177.9

オ ラ ジオ カセ ッ ト

一 既
一一 一 一76 ・2麗 工・鵜12・4

カ ステ・オ74.・'蹴 灘8.8

キ 電子卓上計算機(電卓)78.1翻16.6

ク マ イク・コンビ・一タ1.4{慰 囎87.2

ケ
四一'■躍 巳r"'"

英会話練習器(カセッ}レコーダ」式のもの)25.3≡ ≡≡≡縢1§,ヱ 騨56.0

コ アマチ・撫 線の灘2.2{致 翻9・.2

サ
一剛豚、饗.

トランシーバー(簡易無線送受信器)≡10.7葦 匙ヱ潮80,6

シ カセ・げ ・キ38.1≡ ≡ ≡灘 翌藁 欝37.8

0.050.0

東 京 都 で の サ ン プル調 査 結 果(55年 調 査)に よる。

100.0%
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今 日,テ レビ ・電話 以外の情報関連機器についても,「 ラジオカセ ッ ト」,

「ステ レオ」,「電子卓上計算機等」 は高 い普及率を示 してお り,ま た,現 在

の普及率 は低 いものの 「音声多重テ レビ」,「 ビデオカセ ッ ト」な どは,将 来

の購入希 望はかな り高率 とな っている(第1-2-87図 参 照)。

また,家 庭 において将来 の利用意向の多 い各種の通信 関連 サー ビスをみ る

と,従 来のテ レビあるいは電話 とい った個別 メデ ィアの利用 ではな く,通 信

機能 に,遠 隔操 作,処 理,双 方 向応答,デ ータ検索等の様 々な機 能 を 加 え

た,極 め て高度の総合 的な通信 システムが望 まれ ている(第1-2-88表 参

照)。

第1-2-88表 新 しいサービスの利用意向率

順 位 シス テ ム ・サ ー ビス名 旨朔餉 率
1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

総合防災サービス

在宅予診システム

在宅証明書交付システム

有料テレビ番組サービス

健康管理サービス

在宅学習サービス

交通管制誘導システム

自宅の遠隔操作 システム

アルパイ ト・パー ト案内サービス

在宅キャッシュレス買物システム

79.7%

78.0

71.8

69.6

69.2

59.1

49.1

45.5

42.8

41.7

電電公社調査資料(53年 調査)に よる。

3現 代通信の新たな課題と展望

(1)現 代通信の新たな課題

進展の著 しい新 しい通信メディアが今後とも,経 済社会活動の効率化,国

民生活の充実に寄与するためには,既 にそれぞれの項で記述 したとお り,発

展のための多 くの課題を解決することが必要である。また,同 時に,新 しい

通信メディアの出現に伴い生 じた課題の解決が必要である。

ア.プ ライバシーの保護
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政府,民 間における高度の通信及び情報処理 システム等の発展は,そ こに

蓄積 された様々な個人情報をどのように保護 していくかとい う問題を引き起

こしてお り,企 業秘密や国家主権の問題までも含む幅広い論議が国際間で提

起されている。すでに,OECDは 年内にプライバシー保護に関するガ イ ド

ラインを加盟国に勧告する予定になってお り,我 が国でもこのような動きに

対応 して適切な措置を講ずる必要がある。

イ.通 信システムの安全対策の問題

通信と社会とのかかわ りが密接 となり,ま た,通 信網,電 子計算機等を利

用 したシステムの高度化が進展 した結果,災 害に よる通信の途絶,電 子計算

機等の故障は経済社会活動に大 きな影響を与えることとなる。

現在,例 えぽ,通 信網については電電公社では過去の地震災害時等の教訓

を生か し,多 ルート化等の対策を進めているが,今 後 とも各種の安全対策が

一層必要となる。また,プ ライバシー保護の問題 と同様,こ の問題 もOECD

の場で取 り上げられてお り,我 が国のみならず国際的な問題 となっている。

ウ.著 作権等の問題

情報化の進展につれて,テ ープレコーダ,VTR等 をはじめとす る各種の

情報関連機器の普及による複製の簡易化に伴 う問題 キャプテンシステムの

ような新 しい情報の提供及び利用方法の出現に伴 う情報の保護の問題,あ る

いはコンピュータプログラムの保護の問題など,こ れまでにない問題が生 じ

ている。我が国では,一 般にこのような著作権問題またはこれに類似する問

第1-2-89表 著作権に関する世論調査結果

質 問 陣 答 率(%)

1,あ なたは日常生活や仕事などで,著 作権について意識

するようなことがあ りますか。

2.法 律では,個 人的に使った り家庭の中で少数の友達の

間で使ったりする場合には,レ コー ドな どから自由に録

音(録 画)す ることが許されていることを知っていますか。

る

い

あ

な

5.3

94.7

知 っ て い る54.9

知 らな い45.1

総理府世論調査(53年 調査)に よる。



第2章 転換期を迎える現代通信 一147一

題 に関す る認識 が諸外国 に比べて低い と言われ て い る(第1-2-89表 参

照)。 新 しいメデ ィアの健全 な発展 のためには,今 後,こ の問題を解決 し て

い くことが不可欠 となろ う。

(2)今 後 における現代通信の展開

以上の各節において,新 しい通信 メデ ィアの進展 と,そ の社会的 ・経 済的

影響を取 り上 げてみた。我が国における新 しい通信 メデ ィアは,い まだ草創

の期にあ り,そ の規模は小 さい。 しか しなが ら,こ れ ら新 しい通信 メデ ィア

の成長の伸び率 はいずれ も著 しく,ま た,多 様な メデ ィアが登場 して ぎてお

り,情 報化社会 の進展 とともに ます ます その重要性を増す もの と考 え られ

る。

既 に前章及び本章 で紹介 した とお り,諸 外 国において も新 しい通信 メデ ィ

アの開発に積極的 に取 り組み,ま た,情 報通信の政策展望 を取 りまとめ,そ

の実施に取 り組 んでいる。その取 り組み の姿勢は,そ れぞれ の国の背景事情

に より様 々であ るが,大 別す ると,① 通信事業経営の発展 を 目指す もの,②

情報通信の発展 が,社 会,経 済及び国民生活 の各分野において大 きな変革を

もた らす もの としてこれを重視 し,政 府の重要施策 として とらえて い る も

の,③ 国家主権 の存立を左右する もの としてとらえ,そ の自主性を確保 しよ

うとす るもの,等 に分け られ る。

また,経 済協力開発機構(OECD)に おいて も,情 報通信が社会に与 える

影響を重視 してお り,情 報通信の在 り方 に関す る政策 問題,並 びに,情 報 ・

電算機 ・通 信の システム,サ ービス及び技術が経済 ・社会全般に及ぼす影響

を検討 している。 なかで も,情 報流通 の不均衡が国際社会発展の不均衡 をも

た らす との観点か ら,各 国におけるプライバ シー保護等 の規制 との調和を図

りつつデー タ流通 の障害化を防 ぎ,情 報 のフ リー フローを確保す ることを重

視 し,こ れ を 目的 とす るガイ ドライ ンの作成が行われ ている。

こ うした新 しい通信 メデ ィアの発展を中心 とした情報通信分野に対す る世

界的な関心 の高 ま りは,① 新 しい通信 メディアの発展 が,今 後,経 済 ・社会

・文化 のあ らゆ る分野 で
,そ の高度化 に寄 与す ると同時 に,各 分野 に対応 し
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た多様なシステムの発展が期待されること,② これらのメデ ィアの発展を支

える情報通信の技術は,技 術分野において,今 後先導的役割を果たし,他 の

分野の技術 との相互作用が拡大するものと考えられること,③ これ らの分野

は産業経済的側面からも,他 の分野に比 し新たに開拓すべ き重要な分野であ

り,今 後の社会発展のかぎとなるものとしての認識が高まりつつあること,

④さらには,新 しい通信メディア出現に伴 う情報流通をめ く・る諸問題につい

ての相互影響が,各 国の間でますます増大 しつつあ り,情 報通信が国家主権

を確保するための重要な柱 としての認識が深まりつつあること,な どの理由

に起因す るものと考えられる。

このような世界的な情勢を踏まえて,我 が国の情報通信に臨む姿勢はいか

にあるべ きであろうか。

まず第一に,情 報化社会の進展,通 信技術の発展に伴 う多様な通信メデ ィ

アの発展のためには,既 存の概念や体系にとらわれない弾力的な施策が求め

られる。

第二に,新 しい通信 メディアが,今 後の経済 ・社会 ・文化などあらゆる分

野に与える影響が大きいことか ら,こ れ らの情報通信政策は,幅 広い効果を

目指した,広 い視野の下で展開する必要がある。

第三に,国 家的 プロジェクトの推進,官 民一体 となった高度なシステムの

開発など,情 報通信分野における先端的技術の開発を積極的に推進するとと

もに,そ の普及を通 じて成果を国民に還元 していくことが必要である。

第四に,情 報通信の意義を認識 し,共 通の課題を抱える世界各国 との交流

を深め,相 互理解,相 互協力を通 じて,新 たな展望を見出 していくことが必

要である。

このような認識に立ち,従 来にも増 して,国 民的総意を結集 し,広 い視野

に基づいた総合的な情報通信政策を展開 してい くことが必要とされる。
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第2部 各
…ム百田

第1章 郵 便

第 ユ節 概 況

54年度は郵便事業にとって業務運行の面では,比 較的順調に推移 した年で

あった。 しかしなが ら,事 業財政の状況は更に悪化 したので,こ れを改善 し

財政基盤の確立を図ることが喫緊の課題となった。

郵便物数の動向についてみると,54年 度の年間総引受郵便物数は,約153

億通(個)で,我 が国郵便史上はじめて150億 の大台を超えた。前年度に比

べ約10億 通(個),率 にして6,8%の 増加である。利用の傾向としては,相 変

わ らず第二種郵便物や書籍小包など,比 較的料金の安い郵便の増加が目立っ

ている。

事業財政についてみると,51年1月 の郵便料金改定により,51年 度及び52

年度は,単 年度では黒字 となったが,53年 度から赤字に転じ,54年 度におい

ても単年度で224億 円の赤字を生じた。その結果,54年 度末の累積欠損金は

2,124億 円に達 し,事 業経営上極めて厳 しい状況となった。 このような状況

の中で,54年10月 郵政審議会に対し,郵 便事業財政を改善する方策について

諮問したところ,同 年12月 「事業運営の効率化,合 理化等の推進への一層の

努力を要請するとともに,封 書60円,葉 書40円 を骨子 とし,55年7月 から

郵便料金の改定を行 うことはやむを得ない。」 旨の答申を得た。 政府として

は,こ の答申の趣旨を尊重するとともに,物 価や国民生活への配慮から,実

施時期を55年10月 に延期するほか,葉 書の料金を55年度中は30円 とすること

を骨子とした 「郵便法等の一部を改正する法律案」を第91回 通常国会に提出
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した。 同法案は同国会では審議未了廃案となったが,そ の後第92回 特別国

会に再提出され,継 続審査案件となった。

郵便業務運行は,前 年度の年末年始におけるかつてない混乱の結果を踏ま

え,業 務運行基盤の確立,労 使関係の安定化に努めるなどして業務の正常運

行の確保を図ってきた結果,年 間を通 じておおむね順調に推移した。

また,年 間を通 じて最大の繁忙期である年末年始においても年賀郵便物,

一般郵便物 とも滞 りなく送達することができ
,元 日には21億7,700万 通の年

賀郵便物を配達 した。

郵政省は54年3月,毎 月23日 を 「ふみの日」 と定め,手 紙を書 くことの価

値を見直す運動を全国的に展開することとした。 この運動には手紙を書 くこ

とを通 じて,人 の心と心の触れ合いを深め,同 時に手紙文化,文 字文化の見

直 しの気運を盛 り上げる一助に したいとの期待が込められている。

54年度においては,こ の具体的キャソペーンとして① 「ふみの日」キ ャッ

チ ・フレーズの募集② 「ふみの日」キャンペーソ切手の発行③新聞による広

報④手紙フェスティバルの開催⑤ 「ふみの日」切手デザイ ンコンクール等の

諸施策を実施 したほか,地 方郵政局,郵 便局においてもそれぞれ地域の実情

に応 じた施策を実施 した。

この運動に対する外部の反響は概 して好意的であ り,そ の趣 旨は広 く各方

面から受け入れられているものと認められる。

第2節 郵便の利用状況

1郵 便物数の動向

54年度の総引受郵便物数は,153億1,490万 通(個)で 対前年度比6.8%の

増加 となった。

これは,郵 便物数の増加が各月とも順調であったこと,年 賀郵便物が比較

的高い伸びを示 したこと,選 挙葉書が統一地方選挙と衆議院議員総選挙の実
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施 に伴 い,1億 通 と最近 にない増加をみせた ことな どに よる。

54年 度 の郵便物数の動 向を種類別 にみ ると(第2-1-1表 参 照),第 一種

郵便物は4.2%の 増 加で あ り,前 年度 と同様,通 常全体の伸び(6.1%)を 下

回って いる。第一種 郵便物 を定形 と定形外に分けてみ る と,定 形 は4.2%,

定 形 外 は3.7%の 増 加 とな っている。

第二種郵便物は,8.4%と 前 年度に引 き続 き順調 に増加 してい る。 増 加の

状 況をみ る と,ど の月 もかな りの伸びを示 しているが,選 挙関連郵便物が出

回った と思われ る4月,9月 の増加(対 前年同月比 で,い ずれ も20%台 の増

加)が 特に 目立 っている。

第三種郵便物は,6.9%の 増 加であ る。 この うち,低 料扱いは,45年 度 以

降減少が続いていたが,本 年度は3.5%と10年 ぶ りに増加 とな った。 また,

そ の他 の第三種 郵便物 は依然 として強い増加傾 向を示 し,11.1%と 大 幅な伸

びをみせた。

第四種郵便物 は,1.6%の 減 少 とな ったが,こ れ は第四種郵便物 の約7割

を 占め る通信教 育の減少(△3.8%)に よ るところが大 きい。

書留通常郵便物 は,1.4%と 相 変わ らず低 い増加率が続いている。 書 留通

常 の内訳をみる と,一 般書留は49年 度以降減 少を続け て い た が,本 年度 は

0.3%の 微 増 となった。 また,簡 易書留は これ まで比較的高い伸びを続 けて

きたが,本 年度 は3.2%の 増 加に とどまった。

普通速達通常郵便物は,6.7%と 前 年度に引 き続 きか な りの増加をみた。

次に,内 国小包郵便物は,対 前年度比4.2%の 増 加 とな っているが,こ れ

は,書 籍小 包が15.7%と 大 幅 な増加を続 けたためであ り,一 般小包は,0.4

%の 微 減 となっている。

年賀郵便物 は,前 年度 の53年 度の伸 びが低か った こともあ って,6.0%と

比 較的高い増加率を示 した。

選挙 郵便物 は,約1億1,500万 通 となった。 これは,統 一地方選挙 と総選

挙 の二 つの大 きな選挙が実施 されたためである。

外国(差 立)郵 便物は,前 年度においては横ぽい(対52年 度 比0.1%の 増
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第2-1-1表54年 度 総引受郵便物数

(単位:千 通(個))

区 別

計
国
醤
常
通
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麟
翻

隷

鵡
繍
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留
般
金
砲
易
朧
包
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般
易
騰
簿
賀
挙醐
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総
内
平
通
並・第
定
市
郵
そ
定
市
そ
第
第
低
そ
第
通
亡目
農
学
特
壷
、

そ
簡
並.小
普
量
巳

簡
並.儒
年
選
外
通
小

十
昌
ニ
ロ

物 数 増減割合

15,314,901

15,209,975

12,299,250

12,100,001

11,491,047
5,287,695

4,763,074
454,227

1,206

4,307,641

524,621

13,235
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書籍小包は再掲である。

年賀・選挙・外国郵便物については,全 部を 「切手ち ょう付」に含めた。

「切手ちょう付」には,料 金計器別納,無 料等を含む。
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加)を 示 していたが,本 年度は4.0%と 再 び順調 な増加 とな った。

2郵 便の利用構造

郵便物 はだれか らだれに送 られ,ど の ような内容(目 的)で 利用 され てい

るのだろ うか。郵政省では この よ うな郵便物 の基本的な利 用構造 の実態を と

らえるため,48年9月 以来3年 お きに 「郵便利用構造調査」 を実 施 し て お

り,54年9月 に第3回 目の調査を行 った。普通通常郵便物 につ い て,今 回

(54年9月)の 調査結果を中心 に過去2回 との比較をみる こととす る。

(1)私 人 ・事業所間交流状況

普通通常郵便物の差出人,受 取人をそれぞれ私人 と事業所 とに分けて,そ

の交流状況をみ ると,第2-1-2表 の とお りであ る。差 出 しにつ いては,

事 業所が80.1%,私 人 が19.9%と な ってお り,こ の事業所 と私人 の8対2と

い う割合は これ までの調査結果 と比較 して もほ とん ど変化がみ られ ない。一

方,受 取 りについてみる と,私 人が65.1%,事 業 所 が34.9%と な ってお り,

前 回同様私人受取 りの増加傾 向がみ られ る。

第2-1-2表 私 人 ・事業所間交流状況

(単位:%)ぱ
私 人

事 業 所

合 十
二
一一口

48年

51年

54年

48年

51年

54年

48年

51年

54年

私 人

17.l

l7,l

l7.9

39.4

43,9

47.2

56.5

61.0

65.1

事 業 所

2.4

2,8

2.0

41.1

36.2

32,9

43.5

39.0

34.9

合 計

19。5

19,9

19.9

80,5

ε0.1

80.1

100.O

lOO.0

100.0

(2)産 業別 差出割合

産業別の差 出割合をみ ると,第2-1-3図 の とお りである。卸 ・小売業
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第2-1-3図 産業別差出割合

(単位:%)

事 業 所(産 業別)

48年

51年

卸 ・ 金融
ノ1・売 保険 芒天 鵬1 ・務 縦 雛 ・… 他

私

人

54年

、 曳 覧'

＼ ＼.＼ ＼ ＼＼ ＼ ＼IT/,//

20.8 9.8 9.4 10.2 6.6 6.9 7.1 7.2 19.5

1し し 慶lI

l1、1馬 」
1、lI亀1

111111

1「

■I

ll

I【

1

21.7 11.1 8.7 8.4 8.D 6.3 68

1㌫
19.9

21.5 一 回 ・8171i・・

50

6
μ
げ

8,2工9,9

0
t4 .2 100

が21.5%と 最 も多 く,以 下,金 融保 険業(12.3%),サ ー ビス業(10.2%),

印 刷 出版 業(7.8%),公 務(7.1%)等 の順 で続 いてお り,こ れ ら産業で通

常郵便物全体の6割 近 くの差 出割合を占めている。前2回 の調査結果 と比較

す ると,差 出割合 が増加傾 向を示 している産業 としては金 融保 険業が挙 げ ら

れ,逆 に減少傾 向を示 している産業 としては印刷 出版 業,そ の他の製造業,

運 輸 通信業 が挙 げ られ る。

(3)内 容別 利用状況

普通通常郵便物 の差 出割 合を内容 別にみる と,第2-1-4図 の とお りで

ある。「ダイ レク トメール」が21.6%と 最 も多 く,以 下,「 金銭関係」(21.3

%),「 そ の他 の業務用通信」(14.2%),「 行 事会合案 内」(12.6%),「 消 息 ・

各種 あい さつ」(12,3%)等 が 続いてい る。

「ダイ レク トメール」,「金銭 関係」 が大 きな割合を占めてい ることは これ

まで と同様 であるが,今 回は前 回第2位 であ った 「ダイ レク トメール」 が増

加 して第1位 とな り,前 回に比 べかな り減少 した 「金 銭関係」 と入 れ替 わ っ
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第2-1-4図 私人 ・事業所別,内 容別差出割合
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1購 諜lll憲
、

＼'＼ ＼ ＼ ＼ ・、 ＼ ＼ 、 ＼ 、 ＼ 一こ＼に3,3
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たほか,「 行事会合案内」 と 「消息 ・各種 あい さつ」 の順位が前回 と逆転 して

いる。

郵便物の内容別に私 人差 出 しと事業所差出 しの割合 をみ てみ ると,私 人差

出 しの割合が比較的大 きい もの としては,「 消息 ・各種 あい さつ」(普 通通常

郵便物全体 の9.4%),「 行 事会合案 内」(同4.0%),「 申込 ・照会等」(同2.4

%),「 金 銭 関係」(同2.3%)な どが挙 げ られ る。

(4)形 状 別利 用状況

普通通常 郵便物 の形状 別の差出割合をみる と,第2-1-5図 の とお りで

ある。 これ まで の調査では郵便物 の形状を封筒,は が き,帯 封等の3種 類 に
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第2-1-5図

封 筒

形状別差出割合

(単位:%)

はがき 帯封等

48年 581 292 127

畔[一 'ノ

、

54年
56.4

44.0

(小 型)

112.4
37.1 56

(大型)

分けて調査を行ってきたが,今 回は封筒を更に定形規格内か否かで小型 と大

型に分けることとした。封筒(小 型)が44.0%,は がきが37.1%と,こ の2

種類で普通通常郵便物の大部分を占めてお り,封 筒(大 型)と 帯封等は合わ

せても2割 に達 しない。前回は封筒の減少 とはがきの増加が目立ったが,今

回は,は がきの割合は前回と変わ らず封筒の割合は若干の増加とな っ て い

る。

3郵 便物の地域間交流状況

全国各地から差し出される郵便物のあて先はどのような状況になっている

かを知るため,郵 政省では3年 ごとに郵便物のあて地別調査(郵 便物の全種

類別について1日 間調査するもの)を 行 ってお り,最 近では54年10月 に調査

した。これによると,我 が国の郵便物の地域間交流は,お おむね次のような

傾向を示 している。

(1)引 受郵便物の自府県あて割合

ア.郵 便物全体では,そ の57,6%が 引き受けられた都道府県(以 下「府県」

という。)内で配達 され,し かもその うちの 約3分 の1は 引き受けられた郵

便局(自 局区内)内 で配達されてお り,郵 便物は比較的近距離にあてられた

ものが多いといえる。

しかし,自 府県あての割合を過去の調査結果と比較 してみると,51年 まで
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第2-1-6図 自府県及び自局区内あて郵便物数の割合(郵 便物全体)

39年
自府 県あ て53.5%

自竪 隊 て1そ の他 あて36 .4%
他府県あて46.5%

42年
自府 県あ て56.7%

白懸 操 て1そ の他 あて38 .0%
他府県あて43,3%

45年
自府 県 あて57.1%

自賢 操 て1そ の他 あて37 .9%
他府県あて42.9%

48年
自府県あて59.5%

自局 区内 あて
18.7% その他 あて40.8%

他府県あて40.5%

51年
自府県あて60.7%

自局 区内 あて
20.1% そめ他 あて40,6%

他府県あて39,3%

54年
自府県あて57.6%

自竪 霧 て1そ の他あて393% 他府県あて42.4%

は増加す る傾向にあったものの,54年 に は51年 と比べ3。1%の 減 少 とな った

(第2-1-6図 参 照)。

また,郵 便物の種類 別に自局 区内,自 府県内及 び他府県 あての割合をみて

み ると,第2-1-7表 に示す とお り必ず しも一様 で は な い。普通速達通

常,書 留通常,小 包は 自府県 内あて の割合がかな り低 く,そ の中で も自局区

内あて の割合が極 端に低 くなってい るのに対 し,第 一種定形,第 二種の 自府

県 内あて,自 局区内あての割合 は比較的高 くな っている。

イ.各 府県 ごとに 自府県あての割合をみ ると,全 国平均(57。6%)よ り低

い府県は,東 京(自 府 県あての割合38.3%),奈 良(同42.0%),大 阪(同52.2

%),京 都(同54.4%)の4府 県にす ぎない。

一方
,自 府県 あて の割合が特に高 い府県は,北 海 道(自 府県あての割合

87.6%),富 山(同79.7%),高 知(同79,0%),秋 田(同78.8%),山 形(同

7g.0%)な どであ り,中 で も北海道は極端に高い割合を示 している。
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第2-1-7表 自府県及び自局区内あて郵便物数の割合(郵 便物の種類別)

郵便纏 譲て地の区別 鰹
%

郵 便 物 全 体18.3

島鵬)(製 他府県あて 合 計
%%%
57.642.4100.0

物

種

外

種

常

常

便
講

鷲

通

轟

審

速
留

常

噸

一
三

通

第

第

第

普

書

通 18.5

20.1

8.9

15.0

2.7

8.1

58.0

60.3

49.0

49.6

34.9

45.4

42.0

39.7

51.0

50.4

65.1

54.6

100.0

100.O

lOO.0

100.0

100.0

100.0
1 Il

小 包 郵 便 物

非 速 達 小 包

速 達 小 包

1.9

2.1

0.6

26.3

27.9

15.9

73.7

72.1

84.1

100.0

100.0

100.;0

(2)他 府県あて郵便物の交流状況

(1)で 述べた ように,引 受郵便物のあて地は自府県が約6割 に達 している

が,自 府県以外についてみると,次 のとお り,あ て地,引 受地 ともに東京都

が大 きなウェイ トを占めている。

ア.引 受郵便物の他府県あての第1順 位は,第2-1-8表 に示す とお り

となっている。すなわち,東 京都あてが第1順 位 となっている府県は38府 県

であ り,残 り9府 県の第1順 位は,滋 賀県か ら大阪府あてを除 き,東 京都か

ら神奈川県あて,京 都府か ら大阪府あてのようにすべてが引受府県の隣接府

県である。

また,東 京都あてが第1順 位 となっていない府県でも第2順 位は東京都あ

てとなってお り,東 京都あてのウェイ トがいかに大きいかを知ることができ

る。

イ.配 達郵便物の自府県以外の引受地をみると,東 京都が第1順 位を占め

る府県が43府 県にも達し,東 京都のウェイ トが高いのが目立っている。

特に,千 葉県及び埼玉県は自府県引受け(そ れぞれ配達郵便物の40.6%及

び41,9%)よ りも東京都引受け(同47.7%及 び47.2%)の 方が多いことが注



第2-1-8表 他 府県あて郵便物の第 て順位府県の推移

あて先府県 39年 42年 45年 48年 51年 54年

東 京 都 あ て

大 阪 府 あ て

神奈川県あて

愛 知 県 あ て

兵 庫 県 あ て

愛 媛 県 あ て

佐 賀 県 あ て

福 岡 県 あ て

28府 県

(下記以外)

11府 県

滋 賀,京 都,兵 庫,

奈 良,和 歌 山,

鳥 取,岡 山,徳 島,

香 川,愛 媛,高 知

東京

2府 県

岐阜,三 重

4府 県

佐賀,長 崎,熊
本,大 分

32府 県

(下記以外)

7府 県

滋賀,京 都,兵

庫,奈 良,和 歌

山,徳 島,香 川

東京

2府 県

岐阜,三 重

大阪

3府 県

佐賀,長 崎,大
分

38府 県

(下記以外)

4府 県

京都,兵 庫,奈

良,和 歌山

東京

岐阜

香川

佐賀

38府 県

(下記以外)

5府 県

滋賀,京 都,兵

庫,奈 良,和 歌

山

東京

岐阜

大阪

佐賀

37府 県

(下記以外)

5府 県

滋賀,京 都,兵

庫,奈 良,和 歌

山

2府 県

東京,高 知

岐阜

大阪

佐賀

38府 県

(下記以外)

5府 県

滋賀,京 都,兵

庫,奈 良,和 歌

山

東京

大阪

ド

佐賀一 嵩
⑩
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第2-1-10図 郵便物数の府県別シェア及び配達比率(通 常郵便物)
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第2-1-11図 郵便物数の府県別シェア及び配達比率(小 包郵便物)
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目され る。

(3)引 受郵便物 に対 する配達郵便物の割合(配 達比率)

ア.郵 便物 全体 について,府 県 ご とに引受物数に対す る配達物 数 の 割 合

(以 下 「配達 比率」 とい う。)を みる と,東 京(56.2%),大 阪(81・5%)及

び 奈良(91.2%)の3府 県 は配達 よ り引受けが多 く,他 の府県はすべて引受

け よ り配 達が多 くなっている(第2-1-9図 参 照)。

イ.郵 便物 の種類 別に,府 県 ごとの配達比率をみ る と,種 類 に よ り異 なっ

た様相を呈 してい る(第2-1-10図 ～ 第2-1-12図 参 照)。

郵便物 全体 に占める シェアが高 い通常郵便物では,郵 便物全体 の場合 と同

様に東京(56.3%),大 阪(81.3%)及 び 奈良(90.8%)の3府 県が100%を

割 ってい る。 一方,小 包郵便物 では,東 京(46.7%),長 野(27.2%),愛 知

(80.7%)及 び 京都(76.8%)の4府 県が100%を 割 っている。

また,第 三種郵便物及び第四種郵便物 では,東 京,奈 良の2府 県のみが配

達 より引受けが多 くな ってお り,配 達比率が,そ れぞれ36,0%,19.9%と 極

端 に低 くなってい るのが注 目され る。

第3節 郵便事業の現状

、

1郵 便局等

(1)郵 便局

54年 度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,53年 度末現在のそれ

と比較すると,第2-1-13表 のとお りで,前 年度末現在に比べ総数で183

局の増加であるが,内 訳は集配普通局が8局,無 集配特定局が149局,簡 易

郵便局が40局 のそれぞれ増加,集 配特定局が14局 の減少となっている。

(2)郵 便局舎の改善

54年 度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,約359万 ㎡ であ り,

54年 度においては,53年 度に比べ約14万 ㎡ の局舎面積の増加が図られた。
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第2-1-13表 郵便局数の推移

便 一165一

普 通 郵 便 局 特定郵便局 簡

集 無 集 鉄 船 集 無 易

区 別 総 計
計 配

集

配
中
道
郵
便

舶
内
郵
便

計 配
集

配

郵

便

局 局 局 局 局 局 局 局

53年 度 末22,6271,1781,11146414317,3204,631i2,6894,129

54年 度 末22,8101,1861,11946414317,4554,61712,8384,169

対前年度末
増 △減数

1838 80000135△141494Q

第2-1-14表 年 度別普通郵便局局舎状況

年度末

O

1

2

3

4

5

ドD

5

5

PD

全国普通郵

便局総局数

局 指 数

1,121100

1,142102

1,161104

1,174105

1,182105

全 国普 通

郵便局局舎

総 面 積

千 ㎡

2,912

2,986

3,227

3,441

3,586

指 数

lQO

lO3

111

118

123

郵
局
善
数

通
局
改

普
便
舎
局

-

1

1

3

6

局

2

4

5

5

4

普通郵便局

1局当たり

平 均面 積

㎡

2,597

2,615

2,780

2,931

3,034

指 数

100

101

107

113

117

年末年始郵便
業務繁忙期に
おける仮設局
舎等総面積

(参考)

全国普通郵

便局総定員

千 ㎡

156

162

5【Q

l

つρ

6

FD

6

指 数 千 人

100148

104150

106151

97152

104154

指 数

lOO

lOl

lO2

103

104

(注)船 舶局3局 及び昭和基地内局は含んでいない。

最近5年 間における普通郵便局の局舎総面積及び普通郵便局の1局 当た り

平均面積の増加状況は,第2-1-14表 のとお りである。 これによると,50

年度末を100と した場合,54年 度末で前者は123,後 者は117と なってお り,

総体 として普通郵便局の局舎事情は順調に改善されてきているといえる。

しか し,個 別的にみると全国主要拠点局の中で改善の遅れているものがあ

り,ま た,一 般局についても主 として大都市及びその周辺所在局のほか,地

方都市所在の小規模普通局の中に改善を要す る局舎が,な お存在している。

また,年 末年始において,多 量に差し出される小包や年賀はがきを処理する
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ために要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-14表 のとお りで あ る

が,都 市部における用地の確保難等もあ り,仮 設局舎の建設に当たって困難

な条件が付加 されるようになってきている。普通郵便局の局舎については・

今後 とも郵便物を効率的かつ円滑に処理 し,時 代の進展に対応 した郵便サー

ビスを確保 していくため,引 き続きその改善を図ってい くことが必要な状況

にある。

なお,特 定郵便局の局舎についても,54年 度において595局 の改善が実施

された。

(3)郵 便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさばき所

郵便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさぽき所は,郵 便局の補助的施設 と

して,郵 便切手類及び印紙の売 りさばき業務を行っている。

54年度末における全国の売 りさばき所は11万1,214箇 所となっている。

2集 配施設

(1)取 集 サ ービス

ポス トの設置数 は,54年 度 末 で14万1,644本 とな ってい るが,同 年度中に

大都 市や その近郊 など,地 況 の発展 の著 しい ところを中心に1,235本 増 設 し

た。 その普及状況 は,54年 度 末 でみ る と1本 当た り人 口820人,1本 当た り

面積2.7㎞2で あ り,他 方諸外 国の普及状況 と比較 してみれば,第2-1一

第2-1-15表 国別郵便ポス ト普及状況

(1978年度)

国 別
【 郵便ポ・ ・数

1本当たり人酬 1本 当た り面積

本 人 km2

日 本 140,409 820 2.7

米 国 366,707 574 25.5

英 国 100,000 558 2.4

西 独 109,651 559 2.3

フ ラ ン ス 155,430 346 4.1

イ タ リ ア 51,600 1,101 5.8

(注)1.UPU郵 便業務統計表による。

2.米 国は1973年 度資料による。
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15表 のとお りとなっている。

一方,都 市内に設置されているポス トについては交通規制の強 化 等 に よ

り,取 集作業時間の延伸を来 し,取 集作業がますます困難になっ て きて い

る。

ポス トからの取集度数は,郵 便物の多少により1日1度 から5度 までの間

で設定 しているが,前 述の状況により取集便か ら運送便への接続が不安定に

なっていること,ま た,差 出状況に対応 した取集便とすることなど取集便を

再編成 し,安 定的かつ効果的な取集サービスを確保する必要がある。

(2)配 達サービス

ア.配 達区及び配達度数

配達区(1日1人 が配達を分担する区画)は,54年 度末現在50,250区 であ

り,発 展する大都市及びその周辺部を中心に増加 した。

なお,過 疎過密化現象の進行に即して人 口希薄な地域の配達区を併合する

な どして再編成 し,そ れによって減じた区を過密地域に増区する努力も引き

続 き行っている。また,54年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第

2-1-16表 のとお り2度 以上の配達が約半数を占めている。

第2-1-16表 郵便配達区画の状況

＼ ＼
、 区 別
　

度 数 ＼＼ ＼

1度 配 達

2度 配 達 以 上

配 達 区

区 数 構 成 割 合

区

27,316

22,934

%

54。4

45.6

計 50,250 100.0

諸外国における2度 配達区域は第2-1-17図 のとお り,ご く限られた地

域 となってお り,し かも,配 達度数は次第に減回の傾向にある。

我が国においても,配 達度数については事業の効率的運営を図る観点から

今後検討を進めるべき大 きな課題となっている。

イ.速 達配達
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第2-1-17図 諸外国の配達度数
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速達配達地域は,配 達を受け持つ郵便局から陸路4krn以 内の地域及び4

kmを 超え8kmま でにあ り,か つ,住 宅等が集中し郵政省において必要 と

認める地域 とされている。54年10月 現在では全国の世帯数の約91%に 相当す

る約3,260万 世帯が速達配達地域内となっている。

ウ.辺 地集配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎日各戸配達

のサービスを提供 しているが,交 通が困難な地域等については郵便規則第85

条を適用 して,年 間を通 じ,又 は期間を限って郵便局の窓口にお い て 交 付

し,あ るいは郵便局長の指定する場所に設置された集合受箱,又 は受取人が

配達区域内に指定した受取場所に配達する方法をとっている。現在 これ らの

方法により,郵 便物が交付又は配達 される世帯は約7千 世帯である。
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(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響は大きい。特に都

市及び近郊地においては,既 成市街地の再開発や新市街地の開発などによる

高層建築物の増加,地 番の混乱,人 口 ・世帯の集中,交 通規制の強化等によ

り,次 第に集配作業環境は悪化 している。 したがって,円 滑な集配サービス

を提供するには,郵 政省の経営努力とともに,利 用者や地方自治体などの協

力を得て作業環境の改善を図る必要がますます大 きくなっている。 これまで

の施策の状況は,次 のとお りである。

ア.高 層建築物への配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対する配達作業を効率的に

するため,36年 度の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 以上のエ レベー

ターのない建築物については,そ の出入口付近に郵便受箱を設置することを

郵便の配達を受けるための条件とした。一方,エ レベーターのある建築物に

ついて も,集 合受箱の設置及び一括配達の勧奨を推進 してきたとこ ろ で あ

る。その結果,最 近ではほとんどすべての高層建築物で集合受箱の設置や一

括配達の協力が得られているが,な お一部の高層建築物については各戸配達

を行っている状況にある。

そこで,郵 便配達作業の円滑な運営を図るため53年12月 に郵便規則の一部

を改正 し,エ レベーターのある高層建築物についても,他 の高層建築物と同

様にその出入口付近に郵便受箱を設置すべきものとし,54年4月1日 から施

行 した。

なお,既 存の高層建築物で設置 されていないものについては,57年3月31

日までに設置すべきものとしているが,で きるだけ早 く所定の郵便受箱が設

置 されるよう積極的な勧奨を進める必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,54年 度末現在で全配達箇所数

(高層 ビルを除 く。)約3,181万 箇所のうちの91.0%(内 訳 郵便受箱77.5
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%,ド アシャッターの差入口13.5%)に 当たる約2,895万 箇所の設置協力が

得られた。 しかし,な お多数の未設置箇所があることから,今 後 とも引き続

き強力に勧奨を進めていく必要がある。 このほか,ア パー トなど二階建て集

合住宅等については配達作業が難渋している実情 もあ り,今 後集合受箱の設

置を促進する必要がある。

また,郵 便受箱は設置されているが,氏 名札が掲出されていない箇所も相

当数あ り,こ れについても積極的に勧奨を行ってい く必要がある。

ウ.住 居表示

地番等の混乱による作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関と協力 して住居表示

の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表示

板を寄贈するなどのパ ック・アップをしてきたところである。 しか し,54年

9月 末の進ちょく率は地方自治体の実施計画数1,741万 世帯数に対 して,実

施済世帯数1,236万 世帯で実施率71%(全 世帯に対 しては35%)に す ぎず,

かつ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。郵政省では,こ うした住居表示の実

施に関し,地 方 自治体の財政的側面への援助を図る目的で,46年 度から簡易

保険積立金による短期融資の道を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

郵便外務員の労力の軽減 と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自

動二輪車の導入を進めてきたが,54年 度末現在で全国の配備車両数は軽四輪

車が4,213両,自 動二輪車が5万3,725両,計5万7,938両 となっている。

第2-1-18表 郵便集配作業用機動車の配備状況

年 度 末 軽 四 輪 車 自動 二輪車 計

両 両 両
50 3,552 47,369 50,921

51 3,839 51,738 55,577

52 3,988 52,073 56,061

53 4,103 52,798 56,901

54 4,213 53,725 57,938
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これ らの機動車の配備状況は,第2-1-18表 のとお りである。

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集関係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,54年 度末で全国の集配普通局1,119局 のうち253局 において郵便専用

自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ,小 包配達関係

都市部において,45年 から小包配達の外部委託を試行してきたが,54年 度

末現在の委託区数は422区 である。

ウ.辺 地 ・離島の集配関係

辺地 ・離島においては,取 扱物数がきん少であり,地 況 ・交通事情等の関

係で職員が郵便局から直接集配することが困難な場合があるので,集 配作業

を外部に委託 している。これらの委託区は,54年 度末で約1,500区 となって

いる。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層ビル内の無集配郵便局等には,郵 便私書箱が設

置されている。54年 度末における郵便私書箱の設置数は9万4,929個 であ り,

この うち5万4,819個 が利用されている。

3郵 便輸送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力にして行っている。

54年度末現在におけるこれらの輸送施設の現況は第2-1-19表 のとお り

で,鉄 道,自 動車,航 空機の三輸送機関で,全 体の延距離の95.1%を 占めて

いる。

(2)郵 便輸送施設の推移

郵便輸送施設の推移をみると,第2-1-20表 のとお り自動車,航 空の施
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第2-1-19表 郵便輸送施設の現況

(54年度末現在)

機関別

区別
線 路 数

道

車

空

舶

路

動

計

鉄

自

航

船

道

線 路

128

3,425

69

145

2,368

6,135

構成比

%
2,1

55.8

1.1

2.4

38.6

100.0

単 キ ロ程 構成比

㎞%

24,25015.5

65,09241.5

47757530。3

16,65810.6

3,2122.0

156,787100.0

1日 延 ベ

キ 目 程

㎞

238,874

251,681

178,780

25,436

9,100

703,871

構成比

%
33.9

35.8

25.4

3.6

1.3

100.0

(注)道 路 とは,自 転車,徒 歩等による輸送をいう。

第2-1-20表 郵便輸送施設の変遷(1日 当た り延べキロ程)

(単位:㎞)

訳 計 鉄 道 自動車 航 空 船 舶 道 路

40452,122 169,771 156,722 84,016 17,909 23,704

(100) (100) (100) (100) (100) (IOO)
45535,フ95 197,771 189,850 111,380 17,927 18,867

(119) (116) (121) (133) (100) (80)
50678,917 250,704 236,625 155,771 24,993 10,824

(150) (148) (151) (185) (140) (46)
54703,871 238,874 251,681 178,780 25,436 9,100

(156) (141) (161) (213) (142) (38)

(注)1.()内 は40年 度 末 をlOOと した 指 数 で あ る。

2.「 道 路 」 欄 は,自 転 車,徒 歩 等 に よ る輸 送 であ る。

設が大幅に増加している。 これは,国 鉄 ・私鉄における合理化の推 進 に よ

り,郵 便輸送に適さな くなった線路がでてきた反面,道 路状況が改善される

な どによりそれぞれ自動車輸送に切 り替えられたこと,ま た,航 空便の大幅

な開設によるものである。

なお,54年 度においては,那 覇 ・先島間航空郵便線路に那覇 ・北大束間及

び那覇 ・粟国間(54.7.1)を,福 岡 ・札幌間航空郵便線路に福岡 ・札幌間及

び大阪 ・札幌間直行便(54.10.1)を 開設したほか,54年10月1日 の国鉄 ダ

イヤ改正等に伴い,鉄 道及び自動車輸送の一部調整を行った。
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4郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに東京,大 阪両都市に集中処

理局を建設 したほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物

自動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬送機器等の

各種機械の配備を行ってきた。また,中 小規模の郵便局に適 した機械の開発

と配備の拡充に努めてきた。

(1)主 要機械の配備状況

54年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行った。54年度末におけ

る配備現況は第2-1-21表 のとお りであ り,過 去5年 間の配備状況の推移

は,第2-1-22表 のとお りである。

(2)機 械の改良及び開発

54年度においても機械の性能向上,機 能の拡大及び機械の小型化 に 努 め

第2-1-21表 主要郵便機械配備状況

(54年度末現在)

機 械 名 局数 台数 備 考

郵便番号自動読取区分機(大 型)

郵便番号自動読取区分機(小 型)

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取りそろえ押印機

小包区分装置

局
3

5

4

1

2

7

1

9

8

2

台

105

15

112

81

53

か
で

シ

別
ま
動

選
分
連

の
区
る

物

,
す

。

便

印
理
る

郵
押

処
い

は

,動

て

台
え
自

つ

77
う
て
な

局
そ

し
と

61
り
貫

ム

ち
取

一
テ

う

ら
を

ス

ー

回 転 式,パ ン コ ンベ ヤ式,斜 行
ベ ル ト式

第2-1-22表 主要郵便機械配備状況の推移

避～論
郵便番号自動読取区分機(大 型)

郵便番号自動読取区分機(小 型)

郵便物自動選別取りそろえ押印機

選別台付自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

50

台

95

106

21

47

51

台

99

106

37

47

52

台
101

107

57

51

53

台
102

2

108

71

52

54

台
105

15

112

81

53
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た。郵便番号自動読取区分機については,中 規模局向けの小型で経済的な機

械の配備を進めるとともに,中 規模局向けの選別台付自動取 りそ ろ え押 印

機,卓 上型の書留複写機,簡 易型の書状自動押印機の配備を拡充した。郵便

窓 口引受用セルフサービス機については,渋 谷局ほか5局 において引き続き

実用実験を行っているほか,53年 度に開発 し,新 宿局において実用実験中の

カウンタータイプの機械を神田局及び麹町局にも配備 し,実 験の拡大を図っ

た。また,多 種類の切手を発売できる新型の郵便切手発売機を開発 した。

(3)機 械か働効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力により比較的短

時 日の間に成果を上げることができたが,今 後は,機 械配備の拡充,新 分野

の機械化等に努める一方,既 存の機械の効率的使用について十分配意 してい

くことが必要である。 このため,郵 便番号の適正な記載等について,な お一

層利用者 の協力を仰 ぐとともに機械運用体制を充実,強 化するなど機械処理

物数の増大を図る方策を検討 し進めてい くこととしている。

5要 員

54年度の郵便事業定員は総人員13万9,357人 で,前 年度と比較すると673人

増加 している。

都市化の進展 とともに大都市及びその周辺発展地において,特 に郵便物が

増加 し,増 員のほとんどはこれ らの地域に充てられている。

最近10年 間の郵便物数の増加 と定員の伸びを比較すると第2-1-23表 の

第2-1-23表 郵便物数と郵便事業定員の推移

鞍
＼

＼＼
齢
定 員

郵 便 物 数

44

人

124,085

(100)

百 万 通

ll,136

(100)

49

人

133,755

(108)

百 万 通
14,056

(126)

54

人

139,357

(lI2)

百 万 通
15,315

(138)

(注)()内 は44年 度 をIOOと した 指 数 で あ る。
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とお りである。 これ に よると,44年 度 を100と した場合,54年 度 においては

郵便物数 は138,定 員 は112で あ って郵便物数が増加 したほ どには定員は増

加 していない。

これは,集 配運送施設 の改善,作 業の機械化,合 理化等を進めて,要 員 の

節減を図 る努力を している ことなどによるためである。

郵便 の取扱事務量は 日又 は月に より極めて波動性が大 きいが,こ れについ

ては職員 の時間外労働 あるいは非常勤職員 の雇用に よ り対 処 してい る。

6郵 便事業の財政

郵便事業は,人 件費が約70%を 占め,更 にこれに準ずる経費を加えると人

件費的経費が約90%を 占める労働集約性の高い事業であるため,本 来賃金 コ

ス トの上昇に弱い体質を持っている。近年における我が国の賃金水準は年 々

上昇を示 し,こ のため経費が増大 してい く傾向は避けられず,郵 便事業財政

を圧迫 してきた。最近における郵便事業の収支状況は第2-1-24表 のとお

りである。郵便事業収支は,48年 の石油危機に端を発 した人件費や諸物価の

高騰により,49年 度以降大幅な赤字に転 じ,50年 度(51年1月)に 郵便料金

の改定が行われたが,既 に生 じていた多額の累積赤字は,51年 度に繰 り越さ

れることとなった。

51年度及び52年度は,料 金改定等により単年度で黒字 となり,累 積赤字も

一時減少したものの,53年 度には単年度で再び赤字が生 じた。

第2-1-24表 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)

区 別
1・ ・犠51鞭52年 度53年 度 ・4年度

入

入

入

出

費

等

額

収

収

務

雑

件

費

差

業

他

牛

便

の

ー

支

郵

そ

人

物

収

支

収

4,970

4,495

475

6,260

4,560

1,700

△1,290

7,658

7,065

593

7,038

4,968

2,070

620

8,012

7,319

693

7,799

5,528

2,271

213

8,280

7,503

777

8,499

5,896

2,603

△219

8,691

7,895

796

8,915

6,235

2,680

△224
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54年度は,郵 便事業収入8,691億 円に対し,支 出8,915億 円で,単 年度で

224億 円の赤字となった。 この結果,54年 度末の累積欠損金は2,124億 円に

達 し,事 業財政は極めて窮迫した状況にある。

このような事業財政悪化を背景として,54年10月16日 郵政大臣から郵政審

議会に対して 「郵便事業財政を改善するための具体的方策」について諮問が

行われた。郵政審議会においては,そ の特別の部会として 「郵便事業経営問

題特別委員会」を設置して審議を重ね,同 年12月11日 郵政大臣に次の4点 を

内容とする答申がなされた。

。事業収支の均衡を回復するため効率的経営に徹すること。

。郵便料金の改定を行 うことはやむを得ない。料金は,第 一種(封 書)60

円,第 二種(葉 書)40円 を骨子 とし,料 金改定の実施期 日は55年7月1

日とする。

。料金改定方法の弾力化について速やかに検討を行 うこと。

。安定 した労使関係の確立 と業務の正常運行の確保に努めること。

そこで,政 府 としては,こ の答申の趣旨を尊重するとともに,物 価や国民

生活への配慮から,料 金改定の実施期 目を55年10月1日 に延期するほか,第

二種(葉 書)の 料金を55年 度中は30円 とすることとして,「 郵便法等の一部

を改正する法律案」を第91回 通常国会に提出した。 しかし,こ の法律案は5

月19日審議未了廃案 となったが,そ の後第92回 特別国会に再提出され,継 続

審査案件 となった。

郵便事業財政は,前 述のとお り極めてひっ迫 した状況に立ち至ってお り,

国民の理解と協力を得て今後できる限 り早い時期に財政基盤の建て直 しを図

る必要に迫 られている。

7外 国 郵 便

(1)外 国郵便物数の動向

ア.概 況

54年 度の外国郵便物数は, 第2-1-25表 の とお りである。
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(単位:千 通(個))

区 別

便

便

空

計

航

船

外 国 あ て

通 剃 小 包

89,395

13,424

102,819

1,416

691

2,107

外 国 来

通 常 小 包

86,876

32,691

119,567

812

783

1,595

これを対前年度 比でみる と,外 国 あて のものに つ い て は,航 空 郵便物 は

5.3%の 増 加 であった のに対 し,船 便 郵便物 は3.9%の 減 少 であ り,外 国あて

郵便物全体 としては4.0%の 増 加であ った。

一方 ,外 国来郵便物数を対前年度比 でみれば,航 空郵便物 は1.0%の 増 加

であ ったが,船 便郵便物は0.9%の 減少 であ り,外 国来郵便物全体 としては

0.4%の 増 加であ った。

次に,外 国あて と外国来 の郵便物数を比較 してみ ると,通 常 郵便物 につい

ては外国来の ものが外国 あて のものよ り多 く,小 包郵便物 については外 国あ

てのものが外国来 の もの よ り多い とい う従来か らの傾 向が続いてい る。

イ.船 便,航 空便 別の利用動向

この10年 間における外 国あて郵便物 の動 きをみる と,10年 前 に比べて通常

郵便物 で航空便が20.5%増 加 してい るのに対 して船便は50.7%減 少 してお

り,航 空便 と船便の物数比 は,44年 度 において航空便73に 対 して船便27で あ

った ものが,54年 度 では87:13と 格 差 を広げてい る。

また,小 包郵便物 については,10年 前 に比べ て航空便が37.1%増 加 してい

るのに対 して船便 は42.6%減 少 してお り,航 空便 と船便の物数 比は,46:54

で あ った ものが67:33に 逆 転 してい る。

一方
,外 国か ら到 着す る郵便物 については,10年 前 に比べて通常 郵便物 で

航空便が15.0%増 加 しているのに対 して船 便は19.1%減 少 してお り,航 空便

と船便 の利用比 は,44年 度 において65:35で あ った ものが,54年 度 では73:

27に な っている。
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小 包郵便物 につ いて は,10年 前 に比べて航 空便 が82.5%増 加 してい るのに

対 して船 便は3.7%の 増 加 にとどまってお り,航 空便 と船 便の物数比は,37

:63で あ った ものが51:49に 逆 転 してい る。

以上 の とお り,外 国郵便 の利用形態は,船 便か ら航 空便 への移行傾向が続

いている(第2-1-26図 ～ 第2-1-29図 参 照)。

(2)外 国郵便物 の地域別交流状況

54年 度 の調査 に よれ ば,外 国 あて郵便物中,通 常郵便物 につ いて は,ア ジ

アが31,1%で 前 年度に引 き続 いて第1位 を占め,次 いで30.0%の 北 ア メリ

カ,24.8%の ヨー 目ッパの順 となっている。

また,小 包郵便物 については,北 アメ リカが33.9%で 依 然 と して第1位 を

占め,次 いで32.1%の ア ジア,22.3%の ヨ ーロ ッパ とここ数年来 の順位 に変

動 はない。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,通 常郵便物及び小包郵便物 と

もに,北 ア メリカか らのものが最 も多 く,特 に,小 包郵便物 は49.0%と 圧 倒

的 な比率 を占めている。

通常郵便物 につ いて は,36.6%の 北 アメ リカに次 いで,34,2%の ヨ ーロッ

パ,21.7%の ア ジアの順 となってお り,ま た,小 包郵便物 については,北 ア

メ リカに次 いで,23,2%の ア ジア,22.9%の ヨー ロッパの順 とな ってい る

(第2-1-30図 参 照)。

(3)外 国通 常郵 便物 の種類別 利用状況

航空郵便物 につ いてみる と,外 国あて及び外国来 とも書状 の利用が最 も多

く,そ れ ぞれ68,9%及 び61。8%を 占 めてお り,次 いで印刷物,葉 書 の順で あ

る。 船便 郵便物 では印刷物 の利 用が断然 多 く,外 国あて及び外国来 とも約90

%を 占めてお り,次 いで書状の順 とな ってい る(第2-1-31図 参 照)。
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第2-1-28図 年 度 別 外 国 来 通 常 郵 便 物 数
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第2-1-30図 本 邦発着外国郵便物の地域別構成(54年 度)
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第2-1-31図 本邦発着外国通常郵便物種類別利用比(54年 度)
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